
足下の経済状況等に関する補足資料（更新部分のみ抜粋）

（新型コロナウイルス感染症・消費者物価の動向を含む）
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2013.7.3 2014.7.3 2015.7.2 2016.7.5 2017.7.5 2018.7.6 2019.7.5 2020.7.6 2021.7.5 2022.7.5

賃上げ率 1.71 2.07 2.20 2.00 1.98 2.07 2.07 1.90 1.78 2.07

中小賃上げ率 1.53 1.76 1.88 1.81 1.87 1.99 1.94 1.81 1.73 1.96
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連合 春季生活闘争 第７回（最終）回答集計結果の推移
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連合 春季賃上げ妥結状況

○ 2022年の連合春季生活闘争第７回（最終）回答集計結果（2022年7月5日公表）では、賃上げ率は2.07％（中小賃上げ率は
1.96％）となっている。

（資料出所）連合「2022春季生活闘争第７回（最終）回答集計結果」（2022年７月５日）をもとに厚生労働省労働基準局において作成。
（注）各年データは平均賃金方式（加重平均）による定昇相当込み賃上げ率。 4



○ ランク別に有効求人倍率の推移をみると、2020年の前半に大きく低下した後、改善傾向が続いている。
○ Ａランクでは他のランクに比べて回復が遅れているが、足下では改善の動きがみられる。

ランク別有効求人倍率の推移
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ランク別有効求人倍率の推移
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（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。
（注）１．各ランクに属する都道府県の有効求人数（就業地別）と有効求職者数をそれぞれが合算することにより算出。

２．月次の数値については、１の計算において、有効求人数と有効求職者数の季節調整値を用いている。
３．各都道府県のランクは、現時点のランクにそろえている。

（倍）



○ ランク別に新規求人数の水準の推移をみると、2020年４月に大きく減少した後、増加傾向が続いており、足下では、
最も改善が遅れているAランクでも2020年１月の水準を概ね回復している。

ランク別新規求人数の水準の推移
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Ｂランク 100.0 105.8 99.2 79.9 84.8 87.8 85.1 87.0 90.6 85.6 90.9 90.9 88.2 88.9 93.3 92.2 93.0 96.7 96.2 97.6 97.8 100.5 101.2 104.1 104.4 100.7 104.7 106.7 107.6

Ｃランク 100.0 105.7 99.3 82.6 88.3 91.6 87.8 90.4 91.8 90.2 93.6 92.9 91.2 91.2 95.0 94.3 94.9 97.1 97.5 98.2 99.2 101.1 101.4 103.9 105.2 100.5 104.7 108.7 108.4

Ｄランク 100.0 106.8 98.8 83.0 87.7 91.4 89.8 92.6 91.5 92.0 97.4 94.1 94.0 95.3 98.2 98.2 99.8 101.7 102.2 101.5 102.9 103.2 103.8 106.7 108.4 103.9 107.1 110.9 113.7
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（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。
（注）１．2020年1月の新規求人数（季節調整値）を100とした場合の各月の新規求人数（季節調整値）の水準。

２．各ランクの新規求人数は、当該ランクに属する都道府県の就業地別新規求人数（季節調整値）を合算して算出。

（2020年1月＝100）



日銀短観による主な産業の業況判断ＤＩの推移
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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

全産業 ▲6 ▲4 ▲6 ▲9 ▲8 ▲2 2 8 12 7 4 5 7 7 8 9 7 4 5 7 10 12 15 16 17 16 15 16 12 10 8 4 ▲4▲31▲28▲15▲8 ▲3 ▲2 2 0 2 ▲1

製造業 ▲7 ▲8 ▲8▲15▲15▲6 ▲2 6 10 6 4 6 5 4 5 4 1 0 1 4 8 11 15 19 18 17 16 16 7 3 ▲1 ▲4▲12▲39▲37▲20▲6 2 5 6 2 1 ▲1

運輸・郵便 ▲13▲7 ▲8▲11▲15▲6 ▲5 0 5 4 ▲1 2 5 9 11 15 12 7 4 5 9 11 13 16 11 15 13 14 13 12 11 9 ▲12▲43▲42▲32▲29▲22▲17▲13▲17▲10▲13

宿泊・飲食サービス▲16▲7 ▲7▲13▲13▲3 ▲1 0 ▲1 0 ▲4 ▲1 ▲1 10 15 16 12 ▲6 2 3 1 8 6 2 1 2 ▲1 ▲5 ▲3 1 ▲2 ▲8▲59▲90▲79▲48▲78▲74▲73▲43▲67▲31▲19

対個人サービス ▲5 1 ▲1 ▲5 0 2 0 0 ▲2 4 ▲2 ▲3 8 11 8 15 6 3 3 2 7 12 13 12 8 10 9 11 13 15 13 8 ▲12▲66▲59▲42▲41▲35▲39▲21▲25▲7 ▲1
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（資料出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
（注）１．調査対象は、資本金２千万円以上の民間企業（「金融機関」および「経営コンサルタント業，純粋持株会社」を除く）。

２．2022年９月の数値は、2022年６月調査による「先行き（３か月後）の状況」の数値。
３．「対個人サービス」は、「洗濯・理容・美容・浴場業」「その他の生活関連サービス業」「娯楽業」「専修学校、各種学校」「学習塾」「教養・技能教授業」「老人福祉・介護事業」「その他の社会保険・社会福祉・介護事業」からなる。

（％ポイント：「良い」－「悪い」）

○ 日銀短観による主な産業の業況判断ＤＩの推移をみると、2020年前半に宿泊業，飲食サービス業などを中心に大きく低下した
が、その後は改善傾向にある。
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